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議会基本問題調査特別委員会（第７回） 

日  時  平成２８年８月２５日（木）                  

１３：００～１４：１２ 

場  所  議会棟 第２会議室 

 

出席者   委員長、副委員長、委員９名（欠席：なし）（傍聴者：１名） 

説明員   島根大学大学院法務研究科 磯村教授 

書 記   井川主事、佐伯香主事、岩﨑事務局長 

 

○坪倉委員長  皆さん大変暑い中第7回の特別委員会を招集しましたところ、全員

のご出席をいただきましてありがとうございました。ただいまから第7回特別委員会

を開会を致します。着席をいたします。本日の委員会は、前回の委員会で決定をいた

だきました通り山陰法科大学大学院の磯村先生においでをいただいて、議員定数を中

心として議会のあるべき姿、議員と住民との関係などについて改めて勉強をしようと

いう事でありましたので、今日はその勉強会という事でこの委員会を進めさせていた

だきたいと思いますので、宜しくお願い致します。最初に磯村先生の方から1時間余

りご講義をいただきまして、その後質疑なり意見交換が出来ればと、意見交換の時間

を進めていきたいと思いますので、ご協力を宜しくお願い致します。磯村先生のプロ

フィール等については前回の委員会でお示しをいたしておりますので、本日は改めて

ご紹介をいたしませんが、また先生の方から触れていただくこともあると思いますの

でよろしくお願い致します。傍聴の方もいらっしゃいますので少し経過等について触

れますと、本町議会は、議会改革の取り組みというのは平成10年頃から、いわゆる行

財政改革の中での議会側の取り組みとしていろいろな取り組みをして参りました。特

別委員会の設置をしながら全員で議論を進めてきたところであります。近年、特に平

成13年、14年頃からでしょうか、この役場庁舎の改築新築に伴って議会の会議のテレ

ビ中継ですとか、情報公開の積極的な運用、それから議員報酬や期末手当等の特例に

よる減額なども行って参りましたし、平成19年の選挙から議員定数を16名から12名

に減じております。その後、タブレットや電子メールによる議案等の文章などの IT

化、それから議会基本条例の制定など積極的に取り組んできたところではありますけ

れども、本特別委員会の設置の時の経過等から、前回の昨年の町議会議員選挙におい
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て定数12名のところ立候補者が12名という事で日南町史上初めて無投票になったとい

うような経過の中から、町民あるいは議員の中から議員定数について再度議論すべき

ではないかという声もあり、今その課題に取り組んでおるところであります。これま

で本委員会として議員定数について議論なり調査を進めてきたところではありますけ

れども、今回磯村先生をお招きをいたしましてご教授をいただく、それを参考にして

今後の議論を進めていくという運びになっておりますので、どうぞよろしくお願い致

します。早速ですけれども、磯村先生よろしくお願い致します。 

○磯村先生  紹介いただきました、島根大学の大学の法務研究科、法制養成制度の

教育機関なんですけれど、そこの磯村と申します。宜しくお願い致します。座らせて

いただきます。今日こういうお話をさせていただくという事は非常にありがたいこと

だと思うんですけれど、実は私は専門は行政法学という領域でして、行政法学といっ

ても非常に広くて、特に私が専門にするのは公物という領域です。公物と言うと学生

に聞きますと多くが好き物、ちょっと賢いのが鉱山の鉱物、いずれも違いまして公の

ものの公物を専門にしております。これ言い訳なんですけれど、従いましてこういう

地方自治法の関係というのは後でちょっと触れますけど、公の施設の関係ではフォロ

ーはしているんですけれども、議会と自治体、議会と行政の関係、議会と組長の関係

というのは基本的にはほとんど勉強しておりませんで、そういう意味では皆さんに今

日はいろいろと教えていただくという事で、宜しくお願い致します。なぜじゃあこん

なことしたのかと言いますと、言い訳なんですけれど、古川君が突然電話してきまし

て人を捧げなければ自分が危ないという事なので、それじゃちょっとかわいそうかな

と。その時は2人出せという事なので、僕は当然ですね、僕ともう１人が名前を出さ

せてもらえればスペードのエースを僕は使えるという事で、名前を出したんですけど。

なんかある日突然、お前じゃないとだめだっとかというふうに言ってきまして。まぁ

なんちゅうことだと思いましたが、今後とも古川君を宜しくお願いします。今ちょっ

と申しましたように地方自治法というのを見ていますと、実は議会というのがどうい

う役割になって登場するのかというのは難しい制度を担っておるというふうに思って

います。例えば、僕の関係で言いますと公の施設ですね、地方自治法の244条の関係

がそうなんですけれど、地方自治法の244条の1項だったかな、公の施設を提供すると

いう事になりますと、例えば道路ですと道路法に基づいて供用開始行為というのがあ

って、公の道路という性格を持つわけです。これも行政道路管理者が供用開始行為を
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行うのは常識と言えば常識です。ところが、地方自治法では244条の規定で条例を定

めるという事になっていまして、これがよくわからないというのが正直なところです。

地方自治体の議会というのが様々な公の施設の管理者になっているんだろうかと、恐

らくそれはそうではなくて、そうしますとこのこういう共用開始行為を条例という形

で行うというのはどういう意味があるのか、というのがなかなか説明の難しい領域で

す。それから、古川君なんかはここら辺が難しくて頭を抱えたんだろうと思うんです

けれど、地方自治法の176条の7項、皆さんご承知のとうりだろうと思うんですけれど、

授業では典型的な機関訴訟というふうに今紹介するんですけど、具体的な紛争という

のはなかなかピンとこないんです。これは、議会と組長との間の関係が厳しい状況に

なりますと、最後は訴訟で扱うと処理するという事になっておりまして、これも地方

自治法の中でなかなか難しい関係の領域というのが実感として持っておるところです。

これは直接関係ないんですけど、国と地方との関係でも辺野古の事件とかいろいろあ

りますけど、地方分権の中で様々な形が現れる中で、これまでのいろんな制度という

のは見直す機会があるんだろうなと想像しておる次第です。もう一度先程の条例に基

づく供用開始行為とかですね、機関訴訟とかを見ますと、もう少し基礎に戻るといい

ますかね、学者の悪いところなんですけれども直ぐに空理空論で難しい難しいといっ

て喜んでいると、そこにそういうのがないと食べていくところがなくなっちゃうもん

ですから、そういう議論をするんですけど、地方自治体の地方議会というのは当たり

前なんですけど条例というものを制定する権限があるわけですよね。これはもうちょ

っと一般的にいうと法令。この法令というのは誰のどのような権利や義務を規律して

いくのか、抽象的である一般的抽象的であるというので、ひとつの特徴です。例えば

憲法ですと、憲法の41条に国会は国権の最高の機関で唯一の立法機関だというふうに

定めているわけですよね。一般的抽象的な規範を定めることができるというのは非常

にそういう意味では大きな力を持っていると。条例もそういう意味を持っているわけ

ですから、この地方議会というのは準法律機関、準立法機関という形で非常に重要な

役割を担っているんだというのは今日の僕たちの当り前の理解です。昔々は、行政の

１機関というふうに考えていた時代もあるんですけど、今はそういうふうには理解し

ていないわけですが、その中で行政の役割も様々な形で担ってきているというのが興

味深いところかなと思うわけです。繰り返しになりますけど、本当に専門ではないと

いう事で全然理由にはならないんですけれども、ちゃんと勉強してないもんですから
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恥ずかしい限りで、皆さんご存知の事を繰り返すだけで申し訳ないんですけど、これ

を機会に私の方もいろいろと勉強させていただきたいと思いますので宜しくお願いし

ます。それでは、1の議会定数の削減と意味付けというのをちょっと考えてみたいと

思います。今日は先程ご指摘いただきまして冒頭から申しわけないなと思っているん

ですけれど、ここはこれからさらに議会定数の削減をするという事ではないという事

だというふうにご指摘いただきまして、分かりましたという事なんですけれども、実

はこれからちょっと簡単に話します議会定数の削減というのも、結局どういうことを

意図してどういう成果を目指して、どこが行ってきたのかというのは私にはどうもな

かなか理解しがたいまま今日に至ったという事です。今日皆さんにお配りした資料で

すが、すいません、これ01からずっとナンバーを打っているんですけれども、24から

35に移っていまして、これは途中どこかで作った資料を途中を削ったというわけでは

ございませんで、ナンバーリングを途中で間違えたということなんですけど。ナンバ

ー1のところですね、01のところは法律と地方自治法の関係、資料の3というので資料

の3以降資料の番号を付けなくて申しわけないんですけども、これはちょっと見てい

ただきましたら全国市議会議長会の次長ということで、おそらく2005年に割と重要な

役割を担っておられた方なんだろうと思うんですけれども、また見ていただいたら結

構だと思うんですけれども、ここでは議会定数の削減よりもむしろ議会の活性化を大

きな役割にしていますよというお話が大きな流れとして出ていまして、それはいろん

な形でこれからも垣間見る事です。3のところを見ていただきますと栗山町、北海道

の栗山町議会の定数問題の調査の委員会ということで、ここで北大の先生が報告をし

ておられまして、これはなかなかひとつ面白い中身でした。03の左側の真ん中ぐらい

のとこに議員定数には合理的な基準がないという事で、議員定数の削減が求められる

主な理由としてこういうものがあって、それぞれ説明をしますとこうですよという事

なんですよね。それ以外にもいくつか紹介したつもりなんですけれど、例えば議員の

数を減らすと財政上のメリットがあるとか。目的として要因として定数削減をする要

因として説明をしておられる方もおられるんですけれど。なかなか議員定数をめぐっ

てなんというんですかね、なるほどと思う理由づけというのは出ていないと、繰り返

してすいません。レジメの方をちょっと見ていただきますと1）の冒頭にですね、こ

れ四日市大学はどうでもいいんですけれども、これどうも地方議会に対する期待を裏

切られているというんですかね、もう少しもっと頑張って欲しいというのがありまし
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て、その中の流れの中で、もっというと議会の改革の一環の中で、定数の問題を考え

ているというのちょっと注目して見なきゃいけないんじゃないかと思うわけです。定

数削減とか給与の削減というところよりも、むしろもう少し意味づけを見いだしてい

るんじゃないかということですね。出てくるのがレジメの次のページの上の方にいき

たいんですけれど、１つは極論なんですけれども、大阪府の知事をやって大阪市の市

長になった方なんかは議会不要論的な議論をしておられまして、また後からまたちょ

っと簡単に紹介しますけれども、議会内閣みたいなね地方自治体にも導入したいと。

そういう行政の方に統合するような形で議会を運用していきたい、という形で議会の

議員数の削減をするということを考える人もいました。この人たちはどうしてそうい

う議論になるかということなんですけれども、行政の様々な課題、専門的な知識を担

う専門家を議会の中に求めるわけです。そうしますと、どうもこれは本当にそういう

ことが言えるかどうかというのは、なかなか実証的な研究っていうのは見つけていな

いんですけれど、その専門家を専門性というのを求めていくということは多人数議会

ではそれに対応できない、多人数議会では意見の集約ができないとか、それから専門

性を重視するというのに対して消極的な対応になる。従って議会の議員数を減らさざ

るを得ないと、どうもそういうことが上げている流れとしてあるようです。それから、

それに対するアンチテーゼがその下の下にあります議会制度改革、議会基本条例を認

めていきましょうということなんですけれど。これはちょっと後でまた紹介させてい

ただきますけれども、こういう議会不要論のような議論が行政改革や地方分権の中で

議会の合理化と結びついて混ぜてきているというのが1つあるのかなと。それからも

う1つはですね、無選挙というんですか、選挙が行われないというので議会の議員の

定数を減らすことによって選挙が行われることになるんじゃないかという提案があっ

たということです。これはちょっと後で、そういうことはあまり意味がなかったです

よということを申し上げますけれど、このときに議員の定数を多いとか少ないとかで

すね、そういう議論というのはどこにあったんだろうかということをちょっと興味が

ありまして注意していたんですけれども、どうもこれというのは出て来ていないんで

す。1つは、これは1番正論なんだろうなと思うんですけれど、一般に適正な議員定数

というのは算定することは基準はないと、はっきりと何人がいいということは言えな

いというのが1つの見解としてありました。ただ極論としてなんですけれど、資料の

23の方をちょっとご覧いただきますと、右側の方の(3)実用的な議員定数・報酬議論
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というので、大森先生、これは有名な行政学の先生なんですけど、この人は（3）の

３行目ぐらいからちょっと見ていただきますと、まず定数について、大森は「合議体

が成り立ち、それに委託された役割を果たしうる議員定数は三人だ」。ただ3人だと議

長が1人で残りが2人で、A さんと B さんという2人がいる。A さんと B さんがケンカ

を始めて意見が出てこないとなるとこれは議長が決めるということになるので議長の

権限が強くなりすぎると。だから議長1人と残り奇数になって3人で、これは必ず2対1

になるからこれで民主主義だということで、最低4人いるというようなそういう議論

の仕方をされました。ほんまかいなというのは思うんですけれど、そういう議論もあ

るということですね。それとそのすぐ下に、議員の役割というのを具体的に実際に考

えて見ると、こういうふうに議員定数を考えることができるんではないかということ

で、常任委員会の数×討議できる人の数が議員定数の最低基準という、最低の数とい

うふうに言えるんではないかというと。もう少し真面目に探せばもっともう少し色々

な考え方が出てくるんだろうと思うんですけれども、ここで何を申し上げたいかと申

しますと、定数算出の根拠というのはどうもあまり明確ではないんじゃないかという

ことです。それから議員の報酬なんですけれども、これも今日資料を、皆さんご存知

だと思うんですけれども、僕は初めて地方議員の報酬というものを拝見してちょっと

びっくりしたんですけれど。資料の5を見ていただきますと、左側の定数右側の報酬

という事で。あえてどこに何があるということを申し上げませんけども、議員が22万

1000円、議長・副議長がもう少しということなんですけれども、これおそらく月収な

んでしょうね、月額ですね。これは普通これでは生活できない数字じゃないかなと。

これが議員の報酬だというのは、これは非常に大きな意味を持っているなというのは

僕でもわかりました。議員に対してどういう役割を担っていくかですね。それが先程

の栗山町の事件の関係でもちょっと議論しておられまして、これも資料の24の方にあ

りましたが議員をどういうふうに考えるかということで、昔のような名誉職ぐらいに

考えるとこれぐらいで十分だろうということになるんでしょうが、もう少しちゃんと

した仕事の担い手ということで考えていきますと、どうもこれではマズイじゃないか

なというふうに思うんですけれど。実際に上下ご覧いただきますと、びっくりするの

は16万とかね、いうところもありまして、どうするのかなと。こういうようなことが

議員定数の減とか報酬の関係では表れてきているということです。もう少し、そうし

ますと次の2）にいきたいんですけど、議員数の削減というのを減少というのをどう
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いうふうに受け止めるかなんですけれども、何が起きているのか、ちょっと見てみよ

うということです。日南町は概ね2,400人でちょっと僕間違いまして4,500人、そう

ですね。ちょっと直させていただきまして、そうすると1人の議員が住民の数をどれ

ぐらい負担するのかという事で考えて見てみたいと思うんですが、それでもね非常に

少ないわけです。これは多いのがいいのか少ないのがいいのか、これ自体問題なんで

すけれど、そういうことが表れておるなと。もう少し議員数の削減状況というのを見

てみましょうということで、資料の11これ皆さんもうご存知だと思って、知らなかっ

たの僕だけで恥ずかしい限りなんですけれども。資料の11をご覧いただきますといか

に減っているというのがものすごく出てまして、上の方が定数が波線で出ていまして、

定数がどんどんどんどん減らされていくと。当然当たり前なんですけれども、それに

あわせて議員数も減っていくということですね。それから下の方はそれぞれの都道府

県の市とか町村のところでどのように議員数が減っているのかということなんですけ

れど、これ町村の方はものすごく激しく減ってきているというのがよくわかりますね。

逆に都道府県レベルはそれ程変わっていない。これは言ってみれば当たり前で、これ

はおそらく合併という形で議会の数が減らされて、それで議員数も減っているという

ことなんでしょうけど、こういうものをどういうふうに考えていくかというのが問題

なってきます。この定員削減が意図した理由の1つが無投票当選の、いかに無投票選

挙というのを克服するのかということで、議員数を減らそうということだったと思う

んですけれども。それが資料の12にあります。これはどういうふうに見ればいいのか

というのはなかなか難しいですけれど、一言で言えばあまり関係ないんじゃないかと

いうことですよね。定員数を減らせばそれだけ立候補する人が少なくなるぐらいのこ

とかなと。もう少し議席の数を減らしたからといって、何か問題の解決になるんだろ

うかというのは素直な素人の印象でした。もう1つ地方分権改革との関係で議会をど

う考えるのかということなんですけど、これは先程ちょっと申し上げましたように地

方分権の流れというのは議会の活性化の方も主とした流れとしているという事。そう

すると直ちにそれが議員定数を動かすということにはならないのかなと。ちょっとあ

んまり明確に、かくかくしかじかでという事は言いにくいですけれど。言いにくいと

いうのはなぜかと申しますと、文科省と大学の関係もそうなんですけれど表に出なく

て実は裏の方で色々と動いてるというのがどうもあるのかなと。そうしますと地方分

権の流れの中でこの議会の定数とか議会の位置付けとかですね、これがどのように考
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えられていくかというのは、もう少し正確に検討していかなきゃいけないということ

です。ただ、ちなみに一応地方分権一括法の関係で、どういうことが提案されてきた

かというのは資料の13とか14とかでありまして、これは国の方が公表しているんです

ね。総務省の説明をもう少し中身に入って見ていかないといけないんですけれど、結

局議員定数の削減にあまり未来を見いだすことはできないのかなというのが私の印象

でした。それは（3）のところで簡単に書いてあることなんですけれども、結局定数

が減らされて選挙が行われるようになって住民が積極的に選挙に関わっていくとかで

すね、それから選挙それ自体が行われないという状況が克服できるとかいうことにリ

ンクしてないなということですよね。やはり全国レベルでこの議員定数の削減という

のは何を射程に入れてこんな大きな削減の仕方をしているのかなと思うんですけれど。

ちなみに先程から申し上げておりますように地方自治、地方分権のところでは例えば

第1次勧告で議会機能の拡大というのが言われているということで。後からちょっと

また住民参加等も考えたいんですけども、こういうことになっているということです

ね。レジメの3ページの方に移っていただきますと波線が引いてあるんですけれども、

「自治体の議会・議員の問題が正面から議論されるのではなく、行政体制の課題の１

つとして議論されている」ということがここであえて申し上げたいと。ここでは議員

定数というのはどういうふうにこれからして行こうとしておられるかというのは今後

の課題だろうなということですね。じゃあ地方議会の議員というのはどういうふうに

考えていくのか、多いのがいいのか少ないのがいいのかという事も含めて考えていこ

うとするとやはり議会の役割を考えていくことにならざるを得ないだろうなというの

で、簡単に今の議会というのがどういう位置付けになっているのか確認させていただ

くと。先程2ページの1番上で紹介しましたように議会の考え方の1つとしては議会内

閣制ですかね、的な運用をしていきたいという考え方があって、この場合は多人数議

会は不適切だ、専門家を生かしていく制度にしていきたいということで、議会の役割

をそのように考えると議員定数は減る方向になっていく。じゃあそれしかないのかと

いうのがちょっとここで考えていきたいということですね。ところが議会の役割とい

うものを考えますと、やはり出てくるのが行政と議会の関係です。冒頭にちょっと紹

介しました、それは公の施設の供用開始は条例でありますよというのは、これは議会

が行政の役割を担っていくということなんですけれど、組長と議会の関係というのは

どういう関係なんだろうかということなんですけれど、資料の35をちょっと見ていた
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だきますと、これはわりときれいに描かれた二元代表制の図式なんですけれど、こう

いう関係が行政と議会の関係がこういう形で説明をうまく機能するという形で説明で

きればいいんだろうと思うんですけれど。どうもそうとは限らない。実は二元代表制

というのは、（1）のところでは、もう少し憲法価値のもとではどうなのかという事を

ちゃんと考えなければいけないんですけれども。（2）の方に行きますと、議会と行政

の役割分担というのはわりと今いろんな検討が行われているんだそうです。１つは政

策形成型の政策形成を担う機関として議会の役割を考えていく、もっと政策形成の方

に積極的に議会が役割を見いだしていくのがいいんじゃないかという考え方。現実そ

うなっているというふうに考える。これが先程の専門家で担ってもらう、そのかわり

議員の数は減らしましょうという考え方です。2つ目が、行政に対するコントロール

の機能をちゃんと担っていくべきだという議会の役割ですね。この場合には普通の人

の感覚を持って議員に頑張ってもらいましょう、そういう人たちが議会を担ってもら

うという事を考えますと夜間議会とか、普段の人が議会を担っていくわけですから、

1番右にありますように兼職禁止を撤廃すると。だからお昼はどこかで働いて、夜は

議会の仕事を分担していくというのがあります。ヨーロッパではこういう地方議会と

いうのを実際にやっているところもあるわけですよね。3つ目の考え方として、2つの

考え方の間を考えていくという議論なんですけれど、これは一方で政策にも関わって

くるんですが、行政の施策全体を担っていくというよりもむしろ行政のコントロール

機能を持っていくのを大事にしたいと。従いまして、行政に対するアンチテーゼとい

うものをもう少し政策として生かしていけるような力を持った議会というのがこれか

らあっていいんじゃないかという考え方です。こういうような考え方をさらにどうい

う形で具体化していくのかというのは次のⅢのところで近時の議会制度改革のところ

でまた紹介したいと思うんですけれど。こういう流れと連動する形で注目されている

のが議会基本条例だそうです。ここでこういう条例を制定しておられるかどうかとい

うことをちゃんと勉強しておかなければならなかったんですけども、また色々教えて

いただけたらと思うんですけれど。どういうことをやるかといいますと今の議会制度

の枠組みの中で、こういう政策形成とか行政のコントロールとかうまく生かしていき

たいということで基本条例を定める。栗山町がその先駆だということを紹介をされて

いましたが中身は相当色々あげられています。論者によってとか、こういう制度を紹

介している人によって中身は相当違っているんですけれど、ここで紹介されているも
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のは（1）から（5）。これどうでしょう、皆さんがこういうものをご覧になって相当

議会の役割を改善する契機をこういうことで作っていけるかどうかですね。僕ら素人

に「ど」が付いた人間では、これは条例を制定しないとできないだろうかとか、逆に

条例を制定することによってどういう新しい展望が開けるのか、その辺をもう少し勉

強させていただきたいと思うんですけれども、こういうことが今の議会の役割を開い

ていく１つの有効な方法だと大分注目されている。議員定数の関係から今議会の役割

というのは、ちょっと話が広がったんですけれど、もう少し枠組みから外れてという

のは正確ではないですね、もう少し積極的な改革でどんなものがあるんだろうかとい

うのをちょっと見て見るとこんなのが出ていますよという紹介です。いずれも紹介で、

お前は責任持ってどう考えるんだと言われたら下を見るしかないと。僕昔から論文書

けと、早く書けと言われたら頭を書くとかね、早く論文出せといわれたら舌を出すの

が得意な人間だったものですから、こういうのも逃げるのが得意だと、本当に申しわ

けないんですけども。様々な新しい議会制度の選択肢というのが出されていますよと

いうことで、ここではこの2つしかないというのは情けないですけれど、ちょっと見

てると先程の議会内閣制的な議会作りですね。議員さんに行政の役割を共有してもら

うということで、今の衆議院議員が内閣に入っていくというようなものだというふう

に理解してもらったらいいんだろうなと。こういう場合は組長が力を持ちすぎで良く

ないんではないかという批判があると。それからボランティア議会、これも非常に厳

しい批判があるんですけれど先程の行政コントロール機関で、普通の人々の感覚を持

った議員によって議会を構成するということなんですけれど。これがボランティア議

会というふうに言われて提案されていると。提案しているのはどれも研究者とか。実

際にどうなるのかというのは全くまだはっきりしないだろうと思うんですけれども。

この場合は議員報酬はどれにするとか、労働者の平均的な賃金よりも下げるとか、も

しくは名誉職にするというようなことで議会の機能を担ってもらうということだそう

です。これも当然組長において。これはもう少し議会の役割というのを考えていく上

ではもう少し違ったものが求められるはずだろうなと。それからですね、ちょっとこ

れ、どうしてこういう話が出るのかあれなんですけれど、最後の方にネットワークガ

バナンスなんていうのが紹介しるんですけども、これはどういうことかといいますと、

組長と議会というのがやっぱり住民の外にいるわけですよね。わけですよねと言って

しまっていいいのか難しんですけれども、それに対するアンチテーゼとして様々なと
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ころで住民の参加というのを求めましょうということが出て来ています。住民参加が

そもそも別に反対するべきことではないだろうと。いろんな形で住民との参加という

のはあるわけで。それをもう少し考えてどういう住民参加を求めていくのかというの

をむしろ考えていくことが必要なんじゃないかということでちょっと上げてみました。

これを行政とか議会がどのようにうまく住民参加を組み込むのかというのがこれから

の課題だと思うんですけれど。いろんな住民参加の類型があるわけですけれど、ここ

ではちょっと誰が責任を負うのかということとかですね、どういう人たちが住民とし

て参加するのかとかいうところに目を向けて類型化して見ると、こういうふうに分け

れるんじゃないかと。１つは権利利益保護型の住民参加と言われているものです。こ

れは不利益をこうむるような住民が行政の意思形成過程とか目的を実現していくプロ

セスに関わっていくというふうに考えていただいたらいいでしょう。こういう場合は

責任者は当然行政が責任を負いますよと。だから何かミスが起きて不利益を違法に被

ったという場合には当然行政が責任を負いますよということです。それから要するに

不利益を被る人たちに対して、貴方はかくかくしかじかの理由でこういう不利益を加

えられますよというふうに事前に知らせるわけですよね。そうすると不利益を被る側

が分りましたというのもあるでしょうし、そんな事実はないとか、その事実あったけ

どそれはひどすぎるとか、まあそういうことを意見を出していくということですね。

こういう住民参加型というのはどういう場合に活かせるか。それから民主主義補完型

の住民参加です。これは当然この問題に関心を持つ、利害関係はなくても何かに関心

を持つような人がいればそういう人たちには参加をするという事になるわけですね。

例えば道路を作るとか河川管理の工事をするとかいう時に、もちろん利害関係を持つ

者が上の権利利益保護型の住民参加をすることも当然用意されるわけですけれど。そ

れ以外に、よりベターな道路建設はありえないかとか、より親水型の河川工事はない

のか、というようなことをいろんな人が提案していくということはあり得るんだろう

と。これは行政にとっても様々な情報を収集していくというメリットがあるわけです

よね、当然こういう場合も責任を持つのは行政、最終的な決定をするのは行政ですか

ら行政が責任を負っていくと。具体的には公聴会なんかがそういう場合があるんじゃ

ないかということですね。それからもう１つ注目されるのがこの最後のやり方なんで

すけれど、共同決定型の住民参加です。これはいろんな例があるんですけれど、例え

ば公害の発生防止するために企業と行政と住民が同意をしていくわけですよね。公害
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防止を目的とする協定で、企業が例えば汚染水を川に流した場合に住民の方が企業の

行為によって河川が汚染されるから。ただそれは直接住民が調査できないのは企業秘

密があるんですよね、もし企業が原因で水が汚染してないような場合にはかえってま

ずいわけですから、それを行政が調査するとかいうようなことが。滋賀県では第２名

神の建設に対して住民の反対運動が起きまして、それで住民とそれから道路工事をや

っている者の間でこういう合意がなされたと。こういうような場合は権利利益を共有

する形で住民の参加が行われる、従いまして、責任は住民と行政の共有するものだと

いうことになるだろうなということです。行政と住民がリンクする、或いはイニシア

ティブを担う議員というのが出てくることになるだろうなというのが、ちょっと私が

申し上げたいなと思ったことです。住民の外に議員が居てそれで議員と組長の間で、

関係を考えていくというよりも、むしろ住民の中に議員さんが入っていって議員さん

が様々な形で住民の活力を導き出してそれが行政を動かしていくというようなものが

作れていけるといいんだろうなということですよね。利害関係の調整とか、それから

地域代表性とか、様々のことがそこでは機能として考えられるだろうなと思っており

ます。それをもう少し選挙区の方に活かせると新しい方向が出てくるんじゃないかと。

ここは全体で選挙区ですよね、12人で12の選挙区に分けるといったら、これは小選挙

区制と同じでどうかと思うんですけれども。例えば地域ごとに12人のうちの4人は決

めるとかね、漁業とか林業とかそういう専門領域に応じてまた何人か選んでもらうと

か、それから全体で何人かという形で議員さんを出していくというのも、ひょっとし

たらあってもいいのかもしれない。僕らは全く無責任な発言で申しわけないんですけ

れども。いろんな形で住民の力を引き出すような議会の作り方、議員さんの選び方と

いうのはあってもいいかもしれないな。ありかもしれないなと思います。ただこうい

う形で議会と、もっというと地方公共団体の意思形成過程ですかね目的実現のところ

に、住民が住民という形で参加してくると大きな問題があるんじゃないかなというこ

とです。これが最近流行の責任の社会的再配分とか、公助・共助・自助というふうに

いわれている議論だろうなと思います。住民責任論というのはあまり日本で議論する

人がいないといいますか、むしろ決定参加と決定プロセスへの参加と責任とは切り離

すべきだというのが日本での大きな見解の流れなんですけれど。果たしてそうだろう

かというのが私のちょっと考えているところなんですけれど。河川を事例に考えると

いうことなんですけれども。淀川水系の事件をご存知だろうと思いますけれども、あ



- 13 - 

 

れは大阪府に淀川が流れるわけですけれども。あれは琵琶湖から流れてくる。もう一

つは京都府の北の方から流れてくる河川ですよね。あれは近畿管理局が基本的な政策

を決めて、それを計画のチェックをするというので委員会が作られるわけなんですけ

れどもね、そこに住民が参加したわけです。そうすると何が起きたかというと、大津

市の住民が、もっと詳しくいうと大津市のダム建設に直接関わる地域の住民はダム建

設に賛成していたんだそうです。ところが自然環境保護の住民たちがダム建設に反対

をしたと。県知事も後でダム建設反対の人が知事になるんですけれどもね。これどう

なるかといいますと、もしどこかで住民が河川管理者の意向に反してダム建設に反対

ですということでダム建設をしなくなりますと、そうすると洪水が起きたらどうなる

のかというのが当然問題になるわけですよね。ダムを建設すれば洪水を防ぐことがで

きたのにダム建設をしなかったから大阪府で洪水が起きましたというような時に、ど

のような責任の配分をするのかというのがやはり問題なんじゃないかと。今度は流域

治水論というのが滋賀県で導入しているんですけれど、住民が今度また反対している

んですけど、本当に河川というのは複数の都道府県を流れるわけですから、住民の関

わり方というのは非常に責任の問題に絡んでくると言うわけです。公助・共助・自助

というのも、これは東日本大震災の事件で災害対策基本法の改正がありましたけれど、

そこで自助というのが非常に強調される法改正が行われてそれで議論されておるわけ

ですけれども、公助、国や地方公共団体の責任を曖昧にしたまま住民の責任というふ

うに追求していくのはおかしいじゃないかという議論が当然批判として出てきてまし

て。その前に出てきたのはあれもこれも全部国の責任だと、地方公共団体の責任だっ

ていう議論に対してもっと自助というのを追求しなければだめだというふうにいった

議論が出て、法改正が進んで、それに対するアンチテーゼが出てくる。ただこれもや

はり公助・共助・自助の役割分担というのは明確にしていかなければならないでしょ

う。議会の役割の変化というのが、こういうものにリンクしていくのかなというふう

なことは、ちょっと気になったところでございます。最後なんですけれど、地域住民

の活性化、本当に素人に「ど」がついたものなんですけれど、地方創生とか高齢化少

子化とか生きがいというなことが問題になるときに、先程のような住民参加論とか議

会の新たな役割という中で、こういうものをどういうふうにうまく生かしていけるの

か。おそらく住民の中に議会というのが、議員というのが入っていくことによって、

こういうような問題が、克服する新しい展望というのが出てくるんじゃないかなと言
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うのが１つ。それからもう１つは公的役割の共有をするわけですから、これは住民も

議員も行政も共有していくわけですが、これがいわゆるガバナンスですね。ガバメン

トからガバメンスへというような大きな流れの中で、もう１つ重要なのがネットワー

ク論ですね。ネットワーク論というのは簡単にいえば単なる人間関係からもう１つ深

いつながりですね。社会関係資本とようによく呼んでいるんですけども、信頼関係と

か様々な共有をすることによって人間関係を深い人間関係にしていくというのがネッ

トワークというように呼んでおるわけなんですけれども。そういうものを基礎とした

ガバナンス、みんなで社会的な役割を担っていくというのが出てくるんじゃないかな

と。その中の中心に議会というのが役割を担うものとして登場してくるのかなと。最

後、議員定数と全然関係のない話になって申しわけないんですけれども。全く意味の

ないお話で、何度も何度もお詫びしてお許しを請うしかないんですが、一応今日はこ

れでおしまいとさせていただきます。 

○坪倉委員長  磯村先生、ありがとうございました。先生のお話が終わったところ

で、先生のご講義に対して皆様から質問なり意見等がありました出していただきたい

と思います。久代委員。 

○久代委員  講演ありがとうございました。全体として感じたことは、今の市町村

合併を機会に大幅に1議会あたりの議員定数が減っているわけです。議員定数全体は

市町村合併で元々自治体の数が減ったということが要因にはなっておるけれど、それ

にしても議員定数が削減競争みたいな現象が起きて、かなり全国的に減っているわけ

ですけれども、その状況についてざっくり法的な根拠は今自治法上改正されて定数の

根拠がある意味なくなったわけだけれども、どう感じられていますか。 

○磯村先生  僕の不勉強で申しわけないんですけれど、今の僕の理解では、何故、

何を理由に、なんのために議員定数の削減をしているのかというのが分らないわけで

す。いくつか出されたこれによって克服できるんじゃないかと言われていたものが、

実は全然良くなっていないわけですよね。無選挙の状態とか投票率が低いとかいうの

を、実際に議員定数を減らしてそれで12人の人が11人の定数になれば1人減るわけで

すからそうするとみんな必死になって選挙するだろうと。そうしたら実際に選挙が行

われるわけですし、それによって住民の関心も深くなって投票率が上がるだろうとい

うようなことを考えておられる人がいたのかもしれませんけれども、実際に開けて見

ると無投票の数も減っていないし、投票率もそんなに上がっていないと。むしろ違う
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形の解決の仕方があってしかるべきなんだろうなと僕なんかは思いまして。だから議

員定数を減らすということはあまり意味がないんじゃないかなということですよね。

民主主義というところですから何らかのお金はいるわけですよね。東京都が選挙やっ

て、今度新しい知事が東京都議会も解散して選挙するんだとか言って、またお金がか

かるとかって言うわけなんですけれども。民主主義というのは維持するためのお金と

いうのはどうしてもいるわけですから、そういうものを削ることに意味を見い出すと

いうのはこれはちょっとおかしいだろうと思いますしね。という事で、現時点で議員

定数削減に意味を見い出せないなというのが正直な僕の印象です。 

○坪倉委員長  他の委員の皆さんはありませんか。村上委員。 

○村上委員  私もあまり定数を下げることについては、あまり良い方向ではないじ

ゃないかなという具合には思ってます。というのも、例えば常任会あたりをした時に

例えば定数10にして2つの委員会をした時に5人5人で委員会を作るわけですね。そし

たら委員長が１人おって2対2の議論の中で意見の集約をする。そこら辺もどうなのか。

その場合には例えば全員で1委員会で、同じメンバーでやるという方法もあるのかも

しれませんけれども。そういったような時にある程度の人数の確保というのをやっぱ

りしなくちゃならんだろうと思うし。それから日南町の様に340平方キロという本当

に広大な面積で、端から端まで行けば車でも40分50分かかるような地域の中で、はっ

きり言って悪い言葉ですけれど、4年1回の選挙の時のさえしか行かないような地域も

できるというような状況からした時に、さっき先生が言われたように地域代表制であ

ったりとか専門性であったりとか言うような議論をしておるわけにもなかなかならな

いのかなと思うわけですけれども。そこら辺のことについての考え方がもう少し指示

していただけるような部分がありはしないのかなと思うわけですけども、どうでしょ

うか。 

○磯村先生  ちゃんと考えてこいというお叱りを受けてですね、本当に申しわけな

いんですけれども。選挙制度が小選挙区制になるというのは、僕はあまり好意的では

ないです。やはりいろんな意見があって当然の社会で、たまたま地域ごとにトップの

人が並んでいたら町全体が１つの意見しかないというのはあまり良くないだろうなと

思います。だから、地域代表という形でどういうふうに議員を選ぶのかというのは、

そう簡単じゃないだろうなと思うんですけどね。日南町がどれぐらいの地域に多くの

人が住む所というのはどのように分けることができるのかとか、例えばここは林業が
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中心の街とか、ここはこういうものが中心の地域とか、いろんなものが違いとして出

てくると思うんですけれども。それを上手く調和できるようなね選挙の仕方というの

を地域ごとに自治体ごとに考えていただくことになるんじゃないかなと思うんですけ

れどもね。ただ、選挙法とか法律の枠組みというのは一方であるわけですから、それ

を崩すわけにはいかないと思います。それを一応枠組みとして維持しながら、その町

その町の活力を上手く引き出せるような選挙の仕方を考えれないかなと思うんですけ

れども。 

○坪倉委員長  他の委員さん、質問、感想でもいいですけれどもありますでしょう

か。皆さんから発言がないようですが、よろしいでしょうか。そうしますと磯村先生

本当にありがとうございました。 

○磯村先生  無意味なものですいません。 

○坪倉委員長  本当に貴重なご講義をいただきまして、ありがとうございました。

この委員会として今後議員の定数或いは議会の在り方等について、また協議調査を進

めて参るところでありますけれども、次回以降の議論の参考にしていただきたいと思

っておりますし、また町民とのコミュニケーションディスカッションの中で活かして

いただければありがたいと思っております。本日の委員会は以上で終了致したいと思

います。次回以降、先程言いましたように議論を深めて参りたいと思いますので、宜

しくお願い致します。磯村先生に重ねてお礼を申し上げまして、本日の委員会を閉会

と致します。ご協力ありがとうございました。先生ありがとうございました。 
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